平成２８年度　七戸町新規親元就農者支援事業費補助金交付要綱

平成２８年５月１日制定
（趣旨）

第１　町は、農業経営者の若返りを図るとともに、人口流出の歯止め、町外からの転入を促すことを目的に、新たに農業経営を引き継いだ親元就農者に対し、経費の一部を助成するものとし、その交付については、七戸町補助金等の交付に関する規則（平成17年3月31日七戸町規則第42号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（補助金の交付対象者）

第２　補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、次の要件のすべてを満たすものとする。
　　（１）事業完了時において、七戸町に住所を有する者
　　（２）平成２８年内に農業経営継承手続きを済ませ、農業経営する見込みである者
　　（３）青年就農給付金事業に該当しない者
（交付対象経費及び補助金の額）

第３　補助金の交付の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）及び補助金の額は、別表のとおりとする。

（申請書等）

第４　規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。

　２　規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。

　　（１）事業計画書（第２号様式）

　　（２）収支予算書（第３号様式）

　　（３）その他町長が必要と認める書類

（補助金の交付の条件）

第５　次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条の規定により付された条件となるものとする。

（１）補助事業者は、交付決定の通知を受けた補助金の額の増減を伴う変更を加える場合又は補助事業を中止し、若しくは廃止する場合において、変更（中止又は廃止）承認申請書（第４号様式）を町長に提出してその承認を受けること。

（２）補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合において、速やかにその旨を町長に報告してその指示を受けること。

（３）補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、財産管理台帳により注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に反して使用させ、譲渡させ、交換させ、貸し付けさせ又は担保に供しないこと。

（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、町長の承認を受けて処分したことにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を町に納付させることがある。
（５）補助事業者は、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明らかにする書類等を平成２９年４月１日から５年間保管しておくこと。

（申請の取下げ）

第６　補助事業者は、補助金の交付申請を取下げようとするときは、補助金の交付決定の通知を受けた日から１５日以内にその旨を記載した書面を町長に提出しなければならない。
（状況報告）

第７　町長は、事業の円滑な執行を図るため、必要があると認めるときは、補助事業者に対して事業の遂行状況報告を求めることができる。
（完了届）

第８　補助事業者は、事業が完了したときは、速やかに完了届（第５号様式）を町長に提出しなければならない。

　２　町長は、補助事業者から完了届があったときは、速やかに確認審査を行い、その結果を通知しなければならない。

（補助金の請求）

第９　補助金は、第８の規定に基づく完了届が適正と認められた場合に交付するものとする。
　２　補助金の請求は、第６号様式による。
（実績報告）

第１０　補助事業者は、補助事業の完了の日から起算して３０日を経過した日又は平成２９年４月１０日のいずれか早い期日までに実績報告書（第７号様式）に次に掲げる書類を添えて報告するものとする。

（１）農用地の所有権移転を示す書類（全部事項証明書）
　（２）住民票及び耕作証明書
（３）領収書の写し
（４）その他町長が必要と認める書類

（補助金額の確定等）

第１１　町長は、第１０の規定による実績報告を受けたときは、実績報告書類の検査を行い、適合すると認めるときは、補助金の額を確定するものとし、補助事業者に対し補助金額の確定の通知を行うものとする。

２　町長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。

（処分の制限を受ける財産）

第１２　処分の制限を受ける財産は、１件の取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上のものとする。
（処分の制限を受ける期間）

第１３　財産の処分の制限を受ける期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を経過するまでの期間とする。

（農業経営報告書の提出）

第１４　補助事業者は、事業完了の日の属する年度の翌年度から５年間、農業経営報告書（第９号様式）により毎年度３月３１日までに町に報告しなければならない。
（補助金の返還）

第１５　補助金の額の確定後において次に該当した場合は、補助金の返還を請求するものとする。ただし、特別の事情により町長が認めた場合は、この限りでない。
（１）事業完了後５年以内に町外に転出した場合
　（２）事業完了後５年以内に農業経営を廃止した場合
（３）農業経営報告書を提出しない場合
　　　附　則
１　この要綱は、平成２８年５月１日から施行する。
２　この要綱は、平成２８年５月１日から行われた事業についても適用する。

別表（第３関係）

	交付対象経費
	補助金の額

	（１）農業経営継承に係る費用（農用地の所有権移転登記費用等）
（２）農業研修に係る費用

（３）農業経理システムの導入費用

（４）農業生産施設、設備、機械の導入及び農用地整備に係る費用

（５）新たに貸借契約した農用地の賃借料

（６）その他農作物の生産及び販売に係る費用

	交付対象経費の総額（消費税を除く）の
３/１０以内の額
　（ただし、300,000円を限度とする。）


第１号様式（第４関係）

　年　月　日

　七戸町長　　　　　　　殿

（補助事業者）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　印

平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業費補助金交付申請書

　平成２８年度において実施する新規親元就農者支援事業について、補助金の交付を受けたいので、七戸町補助金等の交付に関する規則第３条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記

１　事業の目的　　　　　　（農業経営の継承及び就農）

２　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　添付書類

（１）事業計画書　　　　第２号様式のとおり

　　　（２）収支予算書　　　　第３号様式のとおり

第２号様式（第４関係）
新規親元就農者支援事業計画書

１．実施する補助事業の内容　※実施する事業項目の□にチェック☑し、その概要を記載する
☑　農業経営の継承手続き（農用地の所有権移転登記等）　※必ず実施する項目です
　　・手続き完了見込み　　平成　　　年　　　月
□　農業研修
　　・研修内容・研修場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□　農業経理システムの導入
　　・導入するシステムの内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□　農業生産施設、設備、機械の導入及び農用地整備
・導入する施設等の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　・整備する農用地の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□　新たな農用地の貸借

　　・貸借予定の農用地の内容　地目　　　　面積　　　　　a　作付する作物　　　　　

□　その他（農作物の生産及び販売）

・農作物の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　・必要となる資材等の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．事業期間

・事業着手予定　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　・事業完了予定　　　　　平成　　年　　月　　日
３．補助事業者の状況
（１）補助事業者名　　　　　　　　　　　　　　　（生年月日：　　　年　　月　　日生）
　　　　　　　住所　（〒　　　-　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　－　　　　　－　　　　　　
職業　　　　　　　　　　　　　　勤務先　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）家族構成　世帯主　　　　　　　　　　年齢：　　才　続柄：　　　　職業：　　　　　　
　　　　　　　　世帯員　　　　　　　　　　年齢：　　才　続柄：　　　　職業：　　　　　　
　　　　　　　　世帯員　　　　　　　　　　年齢：　　才　続柄：　　　　職業：　　　　　　
　　　　　　　　世帯員　　　　　　　　　　年齢：　　才　続柄：　　　　職業：　　　　　　
　　　　　　　　世帯員　　　　　　　　　　年齢：　　才　続柄：　　　　職業：　　　　　　
※年齢は、交付申請時の年齢を記載　※続柄は、補助事業者から見ての続柄を記載
　　
４．親元の状況
（１）農業経営者名　　　　　　　　　　　（生年月日：　　　年　　月　　日生）（続柄：　　）
　　　　　　　住所　七戸町字　　　　　　　　　　　（電話　　　　　－　　　　　－　　　）
（２）家族構成　世帯主　　　　　　　　　　年齢：　　才　続柄：　　　　職業：　　　　　　
　　　　　　　　世帯員　　　　　　　　　　年齢：　　才　続柄：　　　　職業：　　　　　　
　　　　　　　　世帯員　　　　　　　　　　年齢：　　才　続柄：　　　　職業：　　　　　　
　　　　　　　　世帯員　　　　　　　　　　年齢：　　才　続柄：　　　　職業：　　　　　　
　　　　　　　　世帯員　　　　　　　　　　年齢：　　才　続柄：　　　　職業：　　　　　　
※年齢は、交付申請時の年齢を記載　※続柄は、補助事業者から見ての続柄を記載　　

（３）農業経営の現状
	所有農地面積
	田　　　　　a
	畑　　　 　　a
	果樹　　　　　a
	牧草地　　　　a

	経営農地面積
	田　　　　　a
	畑　　　 　　a
	果樹　　　　　a
	牧草地　　　　a

	主な生産作物
	　　　　　　　　　　a
	　　　　　　　　　　a
	　　　　　　　　　　a

	畜産の状況
	肥育牛　　　 頭
	繁殖牛　　　　頭
	肥育豚　　　　頭
	繁殖豚　　　　頭


	所有する農業機械等（減価償却資産）
	


５．転入予定等　※町外に居住している場合に記載
（１）転入予定の時期　　平成　　　年　　　月
（２）転入予定の家族　　氏名：　　　　　　　　  氏名：　　　　　　　　
氏名：　　　　　　　　  氏名：　　　　　　　　
第３号様式（第４関係）

収支予算書

（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	予算額
	備　考

	
	
	

	1.補助金 
	
	

	2.自己資金
	
	


3.
	その他
	
	

	合　　計
	
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	予算額
	補助金充当額
	備　考

	
	
	
	

	1.登記費用
	
	
	

	2.研修費用
	
	
	

	3.経理システム費用
	
	
	

	4.施設・設備・機械費

農用地整備費
	
	
	

	5.農用地賃借料
	
	
	

	6.その他
	
	
	

	合　　計
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　※備考欄に具体的な内容を記載する
第４号様式（第５関係）

　年　月　日

　七戸町長　　　　　　　殿

（補助事業者）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　印

平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業
変更（中止又は廃止）承認申請書

平成　　年　　月　　日付け七農第　　　号で補助金の交付の決定を受けた平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業について、下記のとおり事業内容を変更（中止又は廃止）したいので、平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業費補助金交付要綱第５第１号の規定により申請します。

記

１　変更（中止又は廃止）の理由

２　変更申請額

	交付申請額

(A)
	既交付決定額

(B)
	増　減

(A-B)
	備　　考

	円
	円
	円
	


３　変更の内容

（１）事業計画書　　　　第２号様式のとおり

（２）収支予算書　　　　第３号様式のとおり

（注）　交付決定に係る内容及び変更後の内容を容易に比較対照できるように作成するものとし、事業計画及び収支予算は、変更に係る部分についてのみ変更前を括弧書きで記載すること。中止又は廃止については、中止又は廃止の理由及び期日を記載すること。

第５号様式（第８関係）
　年　月　日

　七戸町長　　　　　　　殿

（補助事業者）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　印

完　　了　　届
　平成　　年　　月　　日付け七農第　　　号で補助金の交付の決定を受けた平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業について、平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業費補助金交付要綱第８第１号の規定により届け出ます。
記
１　事業完了日　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
２　完了した補助事業の内容　※完了した事業項目の□にチェック☑する
　　　☑　農業経営の継承手続き（農用地の所有権移転登記等）　
　　　□　農業研修
□　農業経理システムの導入
□　農業生産施設、設備、機械の導入及び農用地整備
□　新たな農用地の貸借

□　その他（農作物の生産及び販売）

３　総事業費（税込み）　　　　　　　　　　　　　　　　円
（内消費税額　　　　　　　円）
第６号様式（第９関係）

　　年　月　日

　七戸町長　　　　　　　殿

（補助事業者）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　印

平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業費補助金交付請求書

金　　　　　　　　　　　　　円

　平成　　年　　月　　日付け七農第　　　号で補助金の交付の決定を受けた平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業費補助金として、七戸町補助金等の交付に関する規則第７条の規定により、上記のとおり請求します。

	補助金交付決定額　　　①
	円

	既受領額　　　②
	円

	今回請求額　　　③
	円

	差引（残額）④＝①-②-③
	円


振込先
	金融機関名（ゆうちょ銀行以外）
	支店名

	
	

	預金種類（該当のものにレ印をつけてください）
	口座番号（７ケタに満たない場合は、右づめで記入）

	□普通　　　□当座
	

	

	ゆうちょ銀行　≪ゆうちょ銀行の方はこちらに記入してください。≫

	記号（６ケタ目がある場合は※部分に記入）
	番号（右づめで記入）

	１
	
	
	
	０
	※
	
	
	
	
	
	
	
	１


	口座名義
	フリガナ
	

	
	口座名義
	

	
	住　所
	（〒　　　－　　　）　　


（注）　振込口座の通帳の写し（口座番号、口座名義が分かる箇所）を添付ください。
第７号様式（第１０関係）

　
　年　月　日

　七戸町長　　　　　　　殿

（補助事業者）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　印

平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業完了実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け七農第　　　号で補助金の交付の決定を受けた平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業について、次のとおり事業が完了したので、七戸町補助金等の交付に関する規則第１３条の規定により関係書類を添えて報告します。

記

１　事業の目的　　　　　　（農業経営の継承及び就農）

２　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　添付書類

（１）　事業実績及び収支精算書　　
（２）　農用地の所有権移転を示す書類（全部事項証明書）
　　　（３）　住民票及び耕作証明書
（４）　その他町長が必要と認める書類

　
（実績報告書添付書類）
事業実績及び収支精算書

１．事業実績　　※事業項目の□にチェック☑する
☑　農業経営の継承手続き（農用地の所有権移転登記等）　
　　　□　農業研修
□　農業経理システムの導入
□　農業生産施設、設備、機械の導入及び農用地整備
□　新たな農用地の貸借

□　その他（農作物の生産及び販売）

２．収支精算書

（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	予算額
	精算額
	備　考

	
	
	
	

	1.補助金 
	
	
	

	2.自己資金
	
	
	


3.
	その他
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	予算額
	精算額
	補助金充当額
	備　考

	1.登記費用
	
	
	
	

	2.研修費用
	
	
	
	

	3.経理システム費用
	
	
	
	

	4.施設・設備・機械費

農用地整備費
	
	
	
	

	5.農用地賃借料
	
	
	
	

	6.その他
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


３．添付書類
（１）領収書の写し
（２）住民税申告又は所得税確定申告の農業収支内訳書の写し

※申告前に実績報告する場合は、申告後に提出すること
（３）財産管理台帳
※補助事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合提出すること
第９号様式（第１４関係）
年　月　日

　七戸町長　　　　　　　殿

（補助事業者）
住所
氏名　　　　　　　　　　　　印

七戸町新規親元就農者支援事業農業経営報告書
平成　　年　　月　　日付け七農第　　　号で補助金の交付の決定を受けた平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業について、平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業費補助金交付要綱第１４第１号の規定により報告します。

記

１　農業経営の年　　　　　　　　　　平成　　　　年

２　農業経営の概要

	項　目
	主な作物名と作付面積（養畜頭数等）
	備考

	１．水　稲
	
	

	２．野　菜
	
	

	３．畜　産
	
	

	４．その他
	
	


３　添付書類

（１）　住民税申告又は所得税確定申告の農業収支内訳書の写し　　

（２）　その他町長が必要と認める書類

（様式　規則第６条関係）
番　　　号                                                                  
　年　月　日

（補助事業者名）
　　　　　　　　殿

　七戸町長　　　　　　　　　　　印

平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業費補助金交付決定通知書

　平成　　年　　月　　日付けで申請のあった平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業費補助金について、七戸町補助金等の交付に関する規則第４条の規定により、下記のとおり交付することに決定しました。

記

１　交付する補助金の額　　　　　　　　　　円

２　補助金交付の条件

平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業費補助金交付要綱第５のとおり
（様式　規則第９条関係）
番　　　号                                                                  
　年　月　日

（補助事業者名）
　　　　　　　　殿

　七戸町長　　　　　　　　　　　印

平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業変更（中止又は廃止）承認通知書

　平成　　年　　月　　日付けで承認申請のあった平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業について、これを適当と認めたので、七戸町補助金等の交付に関する規則第９条第２項の規定により通知します。

（様式　規則第１４条関係）
番　　　号                                                                  
　年　月　日

（補助事業者名）
　　　　　　　　殿

　七戸町長　　　　　　　　　　　印

平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業費補助金確定通知書

　平成　　年　　月　　日付けで実績報告のあった平成２８年度七戸町新規親元就農者支援事業費補助金について、七戸町補助金等の交付に関する規則第１４条の規定により、下記のとおり確定しました。
記
１　補助金確定額等
	交付決定額
	確定額
(A)
	交付済額
(B)
	未交付額
(A-B)
	備　　考

	円
	円
	円
	円
	


２　是正措置の有無（特に指示する事項）

（参考様式　交付要綱第５(3)関係）
財産管理台帳

補助事業者名：　　　　　　　　　　　　　　㊞　

	事業実施年度
	平成２８年度
	事業名
	新規親元就農者支援事業

	1.事業の内容

	事業項目
	内容
	事業実施場所

	☑　農業経営の継承手続き
□　農業研修

□　農業経理システムの導入

□　農業生産施設、設備、機械の導入及び農用地整備

□　新たな農用地の貸借

□　その他（農作物の生産及び販売）
	
	□
□

□

□

□

□

	事業完了年月日
	平成　　年　　月　　日

	2.経費の負担区分

	事業費
	町補助金
	その他
	自己資金

	円
	円
	円
	円

	3.財産の内容

	名称
	規格等
	財産の価格
	充当した補助金の額

	
	
	円
	円

	取得年月日
	耐用年数
	処分制限期間

	平成　　年　　月　　日
	年
	平成　　年　　月　　日まで

	処分承認年月日
	処分の内容
	備　考

	平成　　年　　月　　日
	
	


（注）１　「処分制限年月日」の欄には、処分制限の終期を記入

　　　２　「処分の内容」の欄には、譲渡、交換、廃棄、担保提供等の別を記入
　　　３　「備考」の欄には、譲渡先、交換先及び抵当権者等の名称並びに補助金返還額を記入
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